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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　燃料噴射弁から燃焼室内に噴射された燃料が、「予混合燃焼」及びこの「予混合燃焼」
の後に開始される「拡散燃焼」により燃焼室内で燃焼する圧縮自着火式の内燃機関の燃焼
制御装置において、
　前記燃焼室内での燃焼形態が、予混合燃焼の燃焼重心と拡散燃焼の燃焼重心とが分離さ
れ、かつ、予混合燃焼と拡散燃焼との重畳した熱発生が存在し、それら２つの燃焼重心間
における重畳熱発生率の最小値が１０［Ｊ／℃Ａ］よりも小さい燃焼形態となるようにす
るとともに、２つの燃焼重心間における前記重畳熱発生率の最小値が圧縮上死点（ＴＤＣ
）以降に発生するように、前記燃料噴射弁の燃料噴射形態を調整する噴射制御手段を備え
ていることを特徴とする内燃機関の燃焼制御装置。
【請求項２】
　請求項１記載の内燃機関の燃焼制御装置において、
　前記燃料噴射弁は、上記燃焼室内での燃焼として主に「予混合燃焼」を行わせるための
第１噴射と、上記燃焼室内での燃焼として主に「拡散燃焼」を行わせるための第２噴射と
を個別に実行可能となっており、これら第１噴射及び第２噴射の燃料噴射形態を調整する
ことにより、予混合燃焼の燃焼重心と拡散燃焼の燃焼重心とが分離され、かつ、それら２
つの燃焼重心間における前記重畳熱発生率の最小値が１０［Ｊ／℃Ａ］よりも小さい燃焼
形態に制御することを特徴とする内燃機関の燃焼制御装置。
【請求項３】
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　請求項２記載の内燃機関の燃焼制御装置において、
　要求ＮＯｘ量に応じて、前記拡散燃焼用の第２噴射の噴射時期をピストン圧縮上死点に
対して遅角して拡散燃焼を遅角するとともに、その遅角拡散燃焼の燃焼重心と予混合燃焼
の燃焼重心との間の前記重畳熱発生率の最小値が１０［Ｊ／℃Ａ］よりも小さくなるよう
に、前記予混合燃焼用の第１噴射の噴射時期を調整することを特徴とする内燃機関の燃焼
制御装置。
【請求項４】
　請求項３記載の内燃機関の燃焼制御装置において、
　要求ＮＯｘ量に応じて拡散燃焼を遅角するにあたり、その遅角拡散燃焼で燃焼可能な燃
料量を前記第２噴射の燃料噴射量とし、その第２噴射の燃料噴射量と要求総燃料噴射量と
に基づいて前記第１噴射の燃料噴射量を決定することを特徴とする内燃機関の燃焼制御装
置。
【請求項５】
　請求項４記載の内燃機関の燃焼制御装置において、
　前記第２噴射の燃料噴射量と要求総燃料噴射量とに基づいて決定される第１噴射の燃料
噴射量が所定の上限量よりも多い場合、その余剰燃料量分については前記第２噴射後に噴
射されるように前記燃料噴射弁の燃料噴射形態を調整することを特徴とする内燃機関の燃
焼制御装置。
【請求項６】
　請求項２～５のいずれか１つに記載の内燃機関の燃焼制御装置において、
　前記第１噴射の噴射時期をピストン圧縮上死点に対して進角させる際に、その第１噴射
の噴射時期の進角量をガード値によって制限することを特徴とする内燃機関の燃焼制御装
置。
【請求項７】
　請求項６記載の内燃機関の燃焼制御装置において、
　前記第１噴射の進角量を制限するガード値は未燃炭化水素の発生量を考慮して設定され
ることを特徴とする内燃機関の燃焼制御装置。
【請求項８】
　請求項２～７のいずれか１つに記載の内燃機関の燃焼制御装置において、
　前記第１噴射による燃料噴射が複数回に分割して実行されることを特徴とする内燃機関
の燃焼制御装置。
【請求項９】
　燃料噴射弁から燃焼室内に噴射された燃料が、「予混合燃焼」及びこの「予混合燃焼」
の後に開始される「拡散燃焼」により燃焼室内で燃焼する圧縮自着火式の内燃機関の燃焼
制御装置において、
　前記燃料噴射弁は、燃料噴射弁による燃料噴射形態を、主に「予混合燃焼」を行わせる
ための第１噴射と、主に「拡散燃焼」を行わせるための第２噴射とを個別に実行可能とな
っており、前記燃焼室内での燃焼形態が、予混合燃焼の燃焼重心と拡散燃焼の燃焼重心と
が分離され、かつ、予混合燃焼と拡散燃焼との重畳した熱発生が存在し、それら２つの燃
焼重心間における重畳熱発生率の最小値が１０［Ｊ／℃Ａ］よりも小さい燃焼形態となる
ようにするとともに、
　前記予混合燃焼用の第１噴射の噴射終了時期と、前記拡散燃焼用の第２噴射の噴射開始
時期との間のインターバルを、前記第１噴射の噴射期間とこの第１噴射による燃焼の着火
遅れ期間との合計期間以上に調整する噴射制御手段を備えていることを特徴とする内燃機
関の燃焼制御装置。
【請求項１０】
　請求項９記載の内燃機関の燃焼制御装置において、
　要求ＮＯｘ量に応じて、前記拡散燃焼用の第２噴射の噴射時期をピストン圧縮上死点に
対して遅角して拡散燃焼を遅角するとともに、その噴射時期を遅角した第２噴射と前記第
１噴射との間のインターバルが前記合計期間以上となるように、前記予混合燃焼用の第１
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噴射の噴射時期を調整することを特徴とする内燃機関の燃焼制御装置。
【請求項１１】
　請求項１０記載の内燃機関の燃焼制御装置において、
　要求ＮＯｘ量に応じて拡散燃焼を遅角するにあたり、その遅角拡散燃焼で燃焼可能な燃
料量を前記第２噴射の燃料噴射量とし、その第２噴射の燃料噴射量と要求総燃料噴射量と
に基づいて前記第１噴射の燃料噴射量を決定することを特徴とする内燃機関の燃焼制御装
置。
【請求項１２】
　請求項１１記載の内燃機関の燃焼制御装置において、
　前記第２噴射の燃料噴射量と要求総燃料噴射量とに基づいて決定される第１噴射の燃料
噴射量が所定の上限量よりも多い場合、その余剰燃料量分については前記第２噴射後に噴
射されるように前記燃料噴射弁の燃料噴射形態を調整することを特徴とする内燃機関の燃
焼制御装置。
【請求項１３】
　請求項９～１２のいずれか１つに記載の内燃機関の燃焼制御装置において、
　前記第１噴射の噴射時期をピストン圧縮上死点に対して進角させる際に、その第１噴射
の噴射時期の進角量をガード値によって制限することを特徴とする内燃機関の燃焼制御装
置。
【請求項１４】
　請求項１３記載の内燃機関の燃焼制御装置において、
　前記第１噴射の進角量を制限するガード値は未燃炭化水素の発生量を考慮して設定され
ることを特徴とする内燃機関の燃焼制御装置。
【請求項１５】
　請求項９～１４のいずれか１つに記載の内燃機関の燃焼制御装置において、
　前記第１噴射による燃料噴射が複数回に分割して実行されることを特徴とする内燃機関
の燃焼制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ディーゼルエンジンに代表される圧縮自着火式の内燃機関の燃焼制御装置に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　自動車用エンジン等として使用されるディーゼルエンジンでは、エンジン回転数、アク
セル操作量、冷却水温度、吸気温度等に応じて、燃料噴射弁（以下、インジェクタと呼ぶ
場合もある）からの燃料噴射タイミングや燃料噴射量を調整することにより燃焼室内（気
筒内）での燃焼形態を制御することが行われている。
【０００３】
　上記ディーゼルエンジンの燃焼は、下記の特許文献１にも開示されているように、主と
して予混合燃焼と拡散燃焼とにより成り立っている。インジェクタから燃焼室内への燃料
噴射が開始されると、まず、燃料の気化拡散により可燃混合気が生成される（着火遅れ期
間）。次に、この可燃混合気が燃焼室の数ヶ所でほぼ同時に自己着火し、急速に燃焼が進
む（予混合燃焼）。さらに、燃焼室内への燃料噴射が継続され、燃焼が継続的に行われる
（拡散燃焼）。その後、燃料噴射が終了した後にも未燃燃料が存在するため、しばらくの
間、熱発生が続けられる（後燃え期間）。
【０００４】
　ところで、ディーゼルエンジンでは、ＮＯｘの発生量及びスモークの発生量を共に抑制
することによる排気エミッションの改善、燃焼行程時の燃焼騒音の低減、エンジントルク
の十分な確保といった各要求を連立することが重要である。
【０００５】
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　ＮＯｘの発生量を抑制するものとして、排気ガスの一部を吸気通路に還流させる排気還
流（ＥＧＲ：Ｅｘｈａｕｓｔ　Ｇａｓ　Ｒｅｃｉｒｃｕｌａｔｉｏｎ）装置が知られてい
る（例えば下記の特許文献２を参照）。こうしたＥＧＲ装置においては、気筒内に向けて
排気ガスを還流させることにより、気筒内（燃焼室内）の酸素濃度を低下させることで、
着火遅れを促進して予混合燃焼の割合を増大させることによってＮＯｘの生成を抑制して
エミッションの改善を図るようにしている。
【０００６】
　また、燃焼室内への燃料噴射を分割（例えば２分割）して、その先の第１噴射での燃焼
を予混合燃焼とすることで燃焼場での酸素不足を解消する燃料噴射手法がある。このよう
な燃料噴射手法において、先の第１噴射に、後の第２噴射の噴射時期を近づけて噴霧干渉
冷却を最大限に活用すれば、ＮＯｘ発生量及びスモーク発生量を抑制できるとともに、燃
費（燃料消費率）の悪化を抑制することができる。なお、噴霧干渉冷却とは、先行して噴
射された燃料の噴霧が、後続して噴射された燃料の吸熱反応によって冷却される現象のこ
とである。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００４－１５６５１９号公報
【特許文献２】特開２００４－００３４１５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　上述の如く噴霧干渉冷却を活用した燃焼（予混合燃焼主体の燃焼）によれば、ＮＯｘ発
生量の抑制、スモーク発生量の抑制、燃費悪化の抑制は可能であるが、初期の着火遅れが
燃焼全体に波及する燃焼（ロバスト性の低い燃焼）であるため、過渡運転時の過給装置に
よる過給遅れが原因で筒内圧力が低下したり、ＥＧＲ量の減量動作の遅れなどにより筒内
の酸素濃度が低下して、予混合燃焼の着火遅れが大きくなった場合、燃焼重心が大きく遅
角してしまい、ＨＣ（炭化水素）が急増したり、失火が発生するおそれがある。また、低
セタン価の燃料が使用された場合においても、予混合燃焼の着火遅れが大きくなるので同
様な問題が発生する。
【０００９】
　本発明はそのような実情を考慮してなされたもので、内燃機関の過渡運転時や低セタン
価燃焼使用時においてもエミッションの低減及び燃焼安定性の確保を図ることが可能な内
燃機関の燃焼制御装置を適用することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　ー課題の解決原理ー
　上記の目的を達成するために講じられた本発明の解決原理は、燃焼室内における燃焼形
態として予混合燃焼及び拡散燃焼のそれぞれの優位点を利用できるように、これら予混合
燃焼の重心と拡散燃焼の重心とをずらして、それら予混合燃焼と拡散燃焼とを分離させる
ことにより、排気エミッションの改善及び燃焼の安定性を図る点に特徴がある。
【００１１】
　なお、上記燃焼重心とは、燃焼室内に噴射された燃料（例えば、予混合燃焼用の燃料噴
射で噴射された燃料、拡散燃焼用の燃料噴射で噴射された燃料）が燃焼室内で燃焼する際
に、その全ての燃料の燃焼が完了する完全燃焼状態を燃焼度合い「１００％」とした場合
において、燃焼度合いが「５０％」に達したときをいう。言い換えると、燃焼室内での熱
発生量の累積が、噴射された燃料の全量が燃焼した場合の熱発生量に対して「５０％」に
達したときをいう。
【００１２】
　－解決手段－
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　本発明は、燃料噴射弁から燃焼室内に噴射された燃料が、「予混合燃焼」及びこの「予
混合燃焼」の後に開始される「拡散燃焼」により燃焼室内で燃焼する圧縮自着火式の内燃
機関の燃焼制御装置を前提しており、このような内燃機関の燃焼制御装置において、前記
燃焼室内での燃焼形態が、予混合燃焼の燃焼重心と拡散燃焼の燃焼重心とが分離され、か
つ、予混合燃焼と拡散燃焼との重畳した熱発生が存在し、それら２つの燃焼重心間におけ
る重畳熱発生率の最小値が１０［Ｊ／℃Ａ］よりも小さい燃焼形態となるようにするとと
もに、２つの燃焼重心間における前記重畳熱発生率の最小値が圧縮上死点（ＴＤＣ）以降
に発生するように、前記燃料噴射弁の燃料噴射形態（燃料噴射パターン）を調整する噴射
制御手段を備えていることを技術的特徴としている。
【００１３】
　このようにして予混合燃焼の燃焼重心と拡散燃焼の燃焼重心との間における熱発生率の
最小値（熱発生率波形の最小ピーク）を所定値（具体的には１０［Ｊ／°ＣＡ］）よりも
小さくして、予混合燃焼と拡散燃焼との重畳熱発生率を制限することにより、予混合燃焼
と拡散燃焼とを分離することができる。
【００１４】
　そして、上述の如く予混合燃焼と拡散燃焼とを分離した分離燃焼とすることにより、予
混合燃焼によってスモーク発生量及びＮＯｘ発生量の両方を抑制しながら、この予混合燃
焼に対して分離した拡散燃焼によって燃焼の安定性を確保することができる。しかも、予
混合燃焼と拡散燃焼とを分離することにより、先の予混合燃焼の着火遅れが後の拡散燃焼
に影響しなくなるので、内燃機関の過渡運転時や低セタン価燃料の使用時等において予混
合燃焼の着火遅れが大きくなっても、燃焼の安定性を確保することができる。
【００１５】
　なお、この発明において、燃料噴射弁による燃料噴射形態を、主に「予混合燃焼」を行
わせるための第１噴射と、主に「拡散燃焼」を行わせるための第２噴射とを個別に実行可
能な形態として、予混合燃焼と拡散燃焼とを分離した燃焼形態を実現する。
【００１６】
　また、この発明において、予混合燃焼の燃焼重心と拡散燃焼の燃焼重心とが離れ過ぎる
と、第１噴射による予混合燃焼により燃焼室内が十分に予熱なされない傾向となり、第２
噴射による拡散燃焼の着火遅れが懸念されるので、この点を考慮して、拡散燃焼の着火時
期が適切な時期となるように、予混合燃焼の燃焼重心と拡散燃焼の燃焼重心との間の間隔
の上限を制限しておく。
【００１７】
　次に、この発明の具体的な例について説明する。
【００１８】
　まず、この発明において、拡散燃焼を遅角してＮＯｘ発生量を抑制するようにしてもよ
い。具体的には、例えば、内燃機関に対して要求される要求ＮＯｘ量に応じて、拡散燃焼
用の第２噴射の噴射時期をピストン圧縮上死点（ＴＤＣ）に対して遅角して拡散燃焼を遅
角することで、ＮＯｘ量を要求通りの値に規制するようにしてもよい。この場合、第２噴
射の噴射時期遅角（拡散燃焼の遅角）に合わせて、その遅角拡散燃焼の燃焼重心と予混合
燃焼の燃焼重心との間の熱発生率の最小値が所定値（例えば１０［Ｊ／°ＣＡ］）よりも
小さくなるように、予混合燃焼用の第１噴射の噴射時期を調整する。
【００１９】
　上述の如くＮＯｘ発生量を抑制するには、拡散燃焼用の第２噴射の噴射時期を遅角すれ
ばよいが、拡散燃焼用の第２噴射の噴射時期を遅角するほど、燃焼空間が拡大して酸素濃
度が低下するのでスモークが発生する傾向となる。つまり、筒内に噴射した燃料の液滴の
飛行距離は、筒内の酸素濃度及び燃料噴射量に相関があり、燃料噴射量が同じでも、筒内
の酸素濃度が低いほど筒内での燃料液滴の飛行距離が長くなる。そして、筒内での燃料液
滴の飛行距離が長くなると、噴霧干渉冷却効果が大きくなって拡散燃焼における予混合燃
焼成分の割合が増加するのでスモークが発生する傾向になる。これを抑制するためには拡
散燃焼用噴射の燃料噴射量を少なくする必要がある。
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【００２０】
　このような点を考慮して、この発明では、第２噴射の噴射時期（拡散燃焼の遅角）に応
じて、その第２噴射の燃料噴射量を調整することでスモークの発生を抑止する。具体的に
は、要求ＮＯｘ量に応じて第２噴射の噴射時期を遅角して拡散燃焼を遅角するにあたり、
その遅角拡散燃焼で燃焼可能な燃料量（遅角拡散燃焼でスモークが発生しない上限燃料量
）を第２噴射の燃料噴射量とする。このようにして第２噴射の燃料噴射量の上限を制限す
ることで、拡散燃焼用の燃料が余剰に噴射されることがなくなるので、拡散燃焼でのスモ
ークの発生を抑止することができる。
【００２１】
　そして、その第２噴射の燃料噴射量と総燃料噴射量（要求総トルクを得るために必要な
総燃料噴射量）とに基づいて予混合燃焼用の第１噴射の燃料噴射量（第１噴射の燃料噴射
量＝［総燃料噴射量－第２噴射の燃料噴射量］）を決定する。このとき、第１噴射の燃料
噴射量が多くなり過ぎると燃焼騒音が大きくなるので、この点（燃焼騒音の増大）を考慮
して第１噴射の燃料噴射量を上限を制限する。この場合、第１噴射の燃料噴射量が上限量
よりも多くなるときには、その余剰燃料量分については、拡散燃焼用の第２噴射の後にお
いて噴射（アフター噴射）することで発生トルクを確保する。
【００２２】
　この発明において、（ａ１）第１噴射による予混合燃焼の燃焼重心と第２噴射による予
混合燃焼の燃焼重心とを分離し、これら２つ燃焼重心間における熱発生率の最小値を所定
値（例えば１０［Ｊ／°ＣＡ］）よりも小さくなるようにするために第１噴射の噴射時期
をＴＤＣ（ピストン圧縮上死点）に対して大きく進角する必要がある場合、あるいは、（
ａ２）第１噴射による予混合燃焼の予混合燃焼度合いを高くするために第１噴射をＴＤＣ
に対して進角させる場合において、その第１噴射の噴射時期を進角し過ぎると、未燃ＨＣ
（炭化水素）が増加するので、これを抑止するために第１噴射の進角量をガード値にて制
限する必要がある。その進角ガード値は、未燃ＨＣ（炭化水素）の発生量を考慮して設定
する。この場合、第１噴射の噴射時期の進角量に対する進角ガード値は、機関回転数（エ
ンジン回転数）に応じて可変に設定するようにしてもよい。
【００２３】
　なお、第１噴射の噴射時期を進角ガード値に制限した場合に、この第１噴射の燃料噴射
量を減量補正する必要がある場合は、その第１噴射の減量補正分（余剰燃料量分）につい
ては、第２噴射の後のアフター噴射で噴射することにより発生トルクを確保する。
【００２４】
　また、第１噴射については、噴射を複数回に分割した分割噴射としてもよい。このよう
に第１噴射を分割噴射とすると、過拡散による未燃ＨＣを抑制することができる。
【００２５】
　本発明の他の解決手段として、燃料噴射弁から燃焼室内に噴射された燃料が、「予混合
燃焼」及びこの「予混合燃焼」の後に開始される「拡散燃焼」により燃焼室内で燃焼する
圧縮自着火式の内燃機関の燃焼制御装置において、燃料噴射弁による燃料噴射形態を、主
に「予混合燃焼」を行わせるための第１噴射と、主に「拡散燃焼」を行わせるための第２
噴射とを個別に実行可能な形態とする。そして、前記燃焼室内での燃焼形態が、予混合燃
焼の燃焼重心と拡散燃焼の燃焼重心とが分離され、かつ、予混合燃焼と拡散燃焼との重畳
した熱発生が存在し、それら２つの燃焼重心間における重畳熱発生率の最小値が１０［Ｊ
／℃Ａ］よりも小さい燃焼形態となるようにするとともに、前記第１噴射の噴射終了時期
と前記第２噴射の噴射開始時期との間のインターバルを、前記第１噴射の噴射期間と当該
第１噴射による燃焼の着火遅れ期間との合計期間以上に調整するという構成を挙げること
ができる。
【００２６】
　この発明においても、燃焼室内での燃焼形態を、予混合燃焼と拡散燃焼とを分離した分
離燃焼とすることができる。すなわち、ディーゼルエンジンにおいて燃焼室内への燃料の
噴射期間は、その燃料噴射で発生する「燃焼」の燃焼期間に比例するので、第１噴射の噴
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射期間（燃焼期間）に、この第１噴射での燃焼の着火遅れ期間を加えた分のインターバル
を、第１噴射の噴射終了時期と第２噴射の噴射開始時期との間にあけておくことで、予混
合燃焼の着火遅れが拡散燃焼に影響しない分離燃焼とすることができる。
【００２７】
　そして、このようにして第１噴射による予混合燃焼と第２噴射による燃焼とを分離した
分離燃焼とすることにより、予混合燃焼によってスモーク発生量及びＮＯｘ発生量の両方
を抑制しながら、この予混合燃焼に対して分離した拡散燃焼によって燃焼の安定性を確保
することができる。しかも、予混合燃焼と拡散燃焼とを分離することにより、上述の如く
先の予混合燃焼の着火遅れが後の拡散燃焼に影響しなくなるので、内燃機関の過渡運転時
や低セタン価燃料の使用時等において予混合燃焼の着火遅れが大きくなっても、燃焼の安
定性を確保することができる。
【００２８】
　ここで、この発明において、第１噴射と第２噴射との間のインターバルは、第１噴射の
噴射期間と第１噴射による燃焼の着火遅れ期間との合計期間であってもよいし、その合計
期間よりも上記インターバルを長く設定してもよい。ただし、第１噴射と第２噴射との間
のインターバルを上記合計期間よりも長くする場合、そのインターバルが長すぎて、予混
合燃焼の燃焼重心と拡散燃焼の燃焼重心とが離れ過ぎてしまうと、第１噴射による予混合
燃焼により燃焼室内が十分に予熱なされない傾向となり、第２噴射による拡散燃焼の着火
遅れが懸念されるので、この点を考慮して、拡散燃焼の着火時期が適切な時期となるよう
に、上記第１噴射と第２噴射との間のインターバルの上限値を制限しておく。
【００２９】
　次に、この発明の具体的な例について説明する。
【００３０】
　この発明においても、拡散燃焼を遅角してＮＯｘ発生量を抑制するようにしてもよい。
具体的には、例えば、内燃機関に対して要求される要求ＮＯｘ量に応じて、拡散燃焼用の
第２噴射の噴射時期をピストン圧縮上死点（ＴＤＣ）に対して遅角して拡散燃焼を遅角す
ることで、ＮＯｘ量を要求通りの値に規制するようにしてもよい。この場合、第２噴射の
噴射時期遅角に合わせて、その噴射時期を遅角した第２噴射と第１噴射との間のインター
バルが上記合計期間以上となるように、予混合燃焼用の第１噴射の噴射時期を調整する。
【００３１】
　ここで、上述の如くＮＯｘ発生量を抑制するには、拡散燃焼用の第２噴射の噴射時期を
遅角すればよいが、拡散燃焼用の第２噴射の噴射時期を遅角するほど、燃焼空間が拡大し
て酸素濃度が低下するのでスモークが発生する傾向となる。これを抑制するためには拡散
燃焼用噴射の燃料噴射量を少なくする必要がある。
【００３２】
　そこで、この発明においても、第２噴射の噴射時期（拡散燃焼の遅角）に応じて、その
第２噴射の燃料噴射量を調整することでスモークの発生を抑止する。具体的には、要求Ｎ
Ｏｘ量に応じて第２噴射の噴射時期を遅角して拡散燃焼を遅角するにあたり、その遅角拡
散燃焼で燃焼可能な燃料量（遅角拡散燃焼でスモークが発生しない上限燃料量）を第２噴
射の燃料噴射量とする。このようにして第２噴射の燃料噴射量の上限を制限することで、
拡散燃焼用の燃料が余剰に噴射されることがなくなるので、拡散燃焼でのスモークの発生
を抑止することができる。
【００３３】
　そして、その第２噴射の燃料噴射量と総燃料噴射量（要求総トルクを得るために必要な
総燃料噴射量）とに基づいて予混合燃焼用の第１噴射の燃料噴射量（第１噴射の燃料噴射
量＝［総燃料噴射量－第２噴射の燃料噴射量］）を決定する。このとき、第１噴射の燃料
噴射量が多くなり過ぎると燃焼騒音が大きくなるので、この点（燃焼騒音の増大）を考慮
して第１噴射の燃料噴射量の上限を制限する。この場合、第１噴射の燃料噴射量が上限量
よりも多くなるときには、その余剰燃料量分については、拡散燃焼用の第２噴射の後にお
いて噴射（アフター噴射）することで発生トルクを確保する。
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【００３４】
　この発明において、（ｂ１）第１噴射による予混合燃焼と第２噴射による拡散燃焼とを
分離するため（第１噴射と第２噴射との間のインターバルを拡大するため）に第１噴射の
噴射時期をピストン圧縮上死点（ＴＤＣ）に対して大きく進角する必要がある場合、ある
いは、（ｂ２）第１噴射による予混合燃焼の予混合燃焼度合いを高くするために第１噴射
を進角させる場合において、その第１噴射の噴射時期を進角し過ぎると、未燃ＨＣ（炭化
水素）が増加するので、これを抑止するために第１噴射の進角量をガード値にて制限する
必要がある。その進角ガード値は、未燃ＨＣ（炭化水素）の発生量を考慮して設定する。
この場合、第１噴射の噴射時期の進角量に対する進角ガード値は、機関回転数（エンジン
回転数）に応じて可変に設定するようにしてもよい。
【００３５】
　なお、第１噴射の噴射時期を進角ガード値に制限した場合に、この第１噴射の燃料噴射
量を減量補正する必要がある場合は、その第１噴射の減量補正分（余剰燃料量分）につい
ては、第２噴射の後のアフター噴射で噴射することにより発生トルクを確保する。
【００３６】
　また、第１噴射については、噴射を複数回に分割した分割噴射としてもよい。このよう
に第１噴射を分割噴射とすると、過拡散による未燃ＨＣを抑制することができる。
【発明の効果】
【００３７】
　本発明によれば、燃焼室内で予混合燃焼と拡散燃焼とが行われる内燃機関において、予
混合燃焼の燃焼重心と拡散燃焼の燃焼重心との間の重畳熱発生率の最小値を制限する制御
、もしくは予混合燃焼用の第１噴射と拡散燃焼用の第２噴射との間のインターバルを調整
する制御を行って、予混合燃焼と拡散燃焼とを分離しているので、先の予混合燃焼の着火
遅れの影響が後の拡散燃焼に波及しないようにすることができる。これによって過渡運転
時や低セタン価燃焼使用時においてもエミッションの低減及び燃焼安定性を図ることがで
きる。
【図面の簡単な説明】
【００３８】
【図１】本発明を適用するエンジン及びその制御系統の概略構成図である。
【図２】ディーゼルエンジンの燃焼室及びその周辺部を示す断面図である。
【図３】ＥＣＵ等の制御系の構成を示すブロック図である。
【図４】燃焼形態を「分離燃焼」とする場合の熱発生率波形及びその熱発生率波形を得る
ための燃料噴射パターンの一例を示す図である。
【図５】第１噴射の進角ガード値の設定マップを示す図である。
【図６】燃焼形態を「分離燃焼」とする場合の熱発生率波形及びその熱発生率波形を得る
ための燃料噴射パターンの他の例を示す図である。
【図７】燃焼形態を「分離燃焼」とする場合の熱発生率波形及びその熱発生率波形を得る
ための燃料噴射パターンの別の例を示す図である。
【図８】燃焼形態が「拡散燃焼」である場合の熱発生率波形及びその熱発生率波形を得る
ための燃料噴射パターンの一例を示す図である。
【図９】燃焼形態が「合体燃焼」である場合の熱発生率波形及びその熱発生率波形を得る
ための燃料噴射パターンの一例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００３９】
　以下、本発明の実施の形態を図面に基づいて説明する。本実施形態は、自動車に搭載さ
れたコモンレール式筒内直噴型多気筒（例えば直列４気筒）ディーゼルエンジン（圧縮自
着火式内燃機関）に本発明を適用した場合について説明する。
【００４０】
　－エンジンの構成－
　まず、本発明を適用するディーゼルエンジン（以下、単にエンジンという）の一例につ
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いて説明する。図１はエンジン１及びその制御系統の概略構成図である。また図２は、デ
ィーゼルエンジンの燃焼室３及びその周辺部を示す断面図である。
【００４１】
　図１に示すように、この例のエンジン１は、燃料供給系２、燃焼室３、吸気系６、排気
系７等を主要部とするディーゼルエンジンシステムとして構成されている。
【００４２】
　燃料供給系２は、サプライポンプ２１、コモンレール２２、インジェクタ（燃料噴射弁
）２３、遮断弁２４、燃料添加弁２６、機関燃料通路２７、添加燃料通路２８等を備えて
構成されている。
【００４３】
　上記サプライポンプ２１は、燃料タンクから燃料を汲み上げ、この汲み上げた燃料を高
圧にした後、機関燃料通路２７を介してコモンレール２２に供給する。コモンレール２２
は、サプライポンプ２１から供給された高圧燃料を所定圧力に保持（蓄圧）する蓄圧室と
しての機能を有し、この蓄圧した燃料を各インジェクタ２３に分配する。インジェクタ２
３は、その内部に圧電素子（ピエゾ素子）を備え、適宜開弁して燃焼室３内に燃料を噴射
供給するピエゾインジェクタにより構成されている。このインジェクタ２３からの燃料噴
射制御の詳細については後述する。
【００４４】
　また、上記サプライポンプ２１は、燃料タンクから汲み上げた燃料の一部を、添加燃料
通路２８を介して燃料添加弁２６に供給する。添加燃料通路２８には、緊急時において添
加燃料通路２８を遮断して燃料添加を停止するための上記遮断弁２４が備えられている。
【００４５】
　また、上記燃料添加弁２６は、後述するＥＣＵ１００による添加制御動作によって排気
系７への燃料添加量が目標添加量（排気Ａ／Ｆが目標Ａ／Ｆとなるような添加量）となる
ように、また、燃料添加タイミングが所定タイミングとなるように開弁時期が制御される
電子制御式の開閉弁により構成されている。つまり、この燃料添加弁２６から所望の燃料
が適宜のタイミングで排気系７（排気ポート７１から排気マニホールド７２）に噴射供給
される構成となっている。
【００４６】
　吸気系６は、シリンダヘッド１５（図２参照）に形成された吸気ポート１５ａに接続さ
れる吸気マニホールド６３を備え、この吸気マニホールド６３に、吸気通路を構成する吸
気管６４が接続されている。また、この吸気通路には、上流側から順に、エアクリーナ６
５、エアフローメータ４３、スロットルバルブ（吸気絞り弁）６２が配設されている。エ
アフローメータ４３は、エアクリーナ６５を介して吸気通路に流入される空気量に応じた
電気信号を出力するようになっている。
【００４７】
　排気系７は、シリンダヘッド１５に形成された排気ポート７１に接続される排気マニホ
ールド７２を備えており、この排気マニホールド７２に対して、排気通路を構成する排気
管７３，７４が接続されている。また、この排気通路には、ＮＯｘ吸蔵触媒（ＮＳＲ触媒
：ＮＯｘ　Ｓｔｏｒａｇｅ　Ｒｅｄｕｃｔｉｏｎ触媒）７５、及び、ＤＰＮＲ触媒（Ｄｉ
ｅｓｅｌ　Ｐａｔｉｃｕｌａｔｅ－ＮＯｘ　Ｒｅｄｕｃｔｉｏｎ触媒）７６を備えたマニ
バータ（排気浄化装置）７７が配設されている。以下、これらＮＳＲ触媒７５及びＤＰＮ
Ｒ触媒７６について説明する。
【００４８】
　ＮＳＲ触媒７５は、吸蔵還元型ＮＯｘ触媒であって、例えば、アルミナ（Ａｌ2Ｏ3）を
担体とし、この担体上に例えばカリウム（Ｋ）、ナトリウム（Ｎａ）、リチウム（Ｌｉ）
、セシウム（Ｃｓ）のようなアルカリ金属、バリウム（Ｂａ）、カルシウム（Ｃａ）のよ
うなアルカリ土類、ランタン（Ｌａ）、イットリウム（Ｙ）のような希土類と、白金（Ｐ
ｔ）のような貴金属とが担持された構成となっている。
【００４９】
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　このＮＳＲ触媒７５は、排気中に多量の酸素が存在している状態においてはＮＯｘを吸
蔵し、排気中の酸素濃度が低く、かつ還元成分（例えば燃料の未燃成分（ＨＣ））が多量
に存在している状態においてはＮＯｘをＮＯ2もしくはＮＯに還元して放出する。ＮＯ2や
ＮＯとして放出されたＮＯｘは、排気中のＨＣやＣＯと速やかに反応することによってさ
らに還元されてＮ2となる。また、ＨＣやＣＯは、ＮＯ2やＮＯを還元することで、自身は
酸化されてＨ2ＯやＣＯ2となる。すなわち、ＮＳＲ触媒７５に導入される排気中の酸素濃
度やＨＣ成分を適宜調整することにより、排気中のＨＣ、ＣＯ、ＮＯｘを浄化することが
できるようになっている。本実施形態のものでは、この排気中の酸素濃度やＨＣ成分の調
整を、燃料添加弁２６からの燃料添加動作によって行うことが可能となっている。
【００５０】
　一方、ＤＰＮＲ触媒７６は、例えば、多孔質セラミック構造体にＮＯｘ吸蔵還元型触媒
を担持させたものであり、排気ガス中のＰＭは多孔質の壁を通過する際に捕集される。ま
た、排気ガスの空燃比がリーンの場合、排気ガス中のＮＯｘはＮＯｘ吸蔵還元型触媒に吸
蔵され、空燃比がリッチになると、吸蔵したＮＯｘは還元・放出される。さらに、ＤＰＮ
Ｒ触媒７６には、捕集したＰＭを酸化・燃焼する触媒（例えば白金等の貴金属を主成分と
する酸化触媒）が担持されている。
【００５１】
　ここで、ディーゼルエンジンの燃焼室３及びその周辺部の構成について、図２を用いて
説明する。この図２に示すように、エンジン本体の一部を構成するシリンダブロック１１
には、各気筒（４気筒）毎に円筒状のシリンダボア１２が形成されており、各シリンダボ
ア１２の内部にはピストン１３が上下方向に摺動可能に収容されている。
【００５２】
　ピストン１３の頂面１３ａの上側には上記燃焼室３が形成されている。つまり、この燃
焼室３は、シリンダブロック１１の上部にガスケット１４を介して取り付けられたシリン
ダヘッド１５の下面と、シリンダボア１２の内壁面と、ピストン１３の頂面１３ａとによ
り区画形成されている。そして、ピストン１３の頂面１３ａの略中央部には、キャビティ
（凹陥部）１３ｂが凹設されており、このキャビティ１３ｂも燃焼室３の一部を構成して
いる。
【００５３】
　なお、このキャビティ１３ｂの形状としては、その中央部分（シリンダ中心線Ｐ上）で
は凹陥寸法が小さく、外周側に向かうに従って凹陥寸法が大きくなっている。つまり、図
２に示すように、ピストン１３が圧縮上死点付近にある際、このキャビティ１３ｂによっ
て形成される燃焼室３としては、中央部分では比較的容積の小さい狭小空間とされ、外周
側に向かって次第に空間が拡大される（拡大空間とされる）構成となっている。
【００５４】
　上記ピストン１３は、コネクティングロッド１８の小端部１８ａがピストンピン１３ｃ
により連結されており、このコネクティングロッド１８の大端部はエンジン出力軸である
クランクシャフトに連結されている。これにより、シリンダボア１２内でのピストン１３
の往復移動がコネクティングロッド１８を介してクランクシャフトに伝達され、このクラ
ンクシャフトが回転することでエンジン出力が得られるようになっている。また、燃焼室
３に向けてグロープラグ１９が配設されている。このグロープラグ１９は、エンジン１の
始動直前に電流が流されることにより赤熱し、これに燃料噴霧の一部が吹きつけられるこ
とで着火・燃焼が促進される始動補助装置として機能する。
【００５５】
　上記シリンダヘッド１５には、燃焼室３へ空気を導入する吸気ポート１５ａと、燃焼室
３から排気ガスを排出する上記排気ポート７１とがそれぞれ形成されているとともに、吸
気ポート１５ａを開閉する吸気バルブ１６及び排気ポート７１を開閉する排気バルブ１７
が配設されている。これら吸気バルブ１６及び排気バルブ１７はシリンダ中心線Ｐを挟ん
で対向配置されている。つまり、この例のエンジン１はクロスフロータイプとして構成さ
れている。また、シリンダヘッド１５には、燃焼室３の内部へ直接的に燃料を噴射する上
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記インジェクタ２３が取り付けられている。このインジェクタ２３は、シリンダ中心線Ｐ
に沿う起立姿勢で燃焼室３の略中央上部に配設されており、上記コモンレール２２から導
入される燃料を燃焼室３に向けて所定のタイミングで噴射するようになっている。
【００５６】
　さらに、図１に示すように、このエンジン１には、過給機（ターボチャージャ）５が設
けられている。このターボチャージャ５は、タービンシャフト５１を介して連結されたタ
ービンホイール５２及びコンプレッサインペラ５３を備えている。コンプレッサインペラ
５３は吸気管６４の内部に臨んで配置され、タービンホイール５２は排気管７３の内部に
臨んで配置されている。このためターボチャージャ５は、タービンホイール５２が受ける
排気流（排気圧）を利用してコンプレッサインペラ５３を回転させ、吸気圧を高めるとい
った所謂過給動作を行うようになっている。この例のターボチャージャ５は、可変ノズル
式ターボチャージャ（ＶＮＴ）であって、タービンホイール５２側に可変ノズルベーン機
構５４が設けられており、この可変ノズルベーン機構５４の開度（ＶＮ開度）を調整する
ことによってエンジン１の過給圧を調整することができる。
【００５７】
　吸気系６の吸気管６４には、ターボチャージャ５での過給によって昇温した吸入空気を
強制冷却するためのインタークーラ６１が設けられている。このインタークーラ６１より
も更に下流側に上記スロットルバルブ６２が設けられている。スロットルバルブ６２は、
その開度を無段階に調整することができる電子制御式の開閉弁であり、所定の条件下にお
いて吸入空気の流路面積を絞り、この吸入空気の供給量を調整（低減）する機能を有して
いる。
【００５８】
　また、エンジン１には、吸気系６と排気系７とを接続する排気還流通路（ＥＧＲ通路）
８が設けられている。このＥＧＲ通路８は、排気の一部を適宜吸気系６に還流させて燃焼
室３へ再度供給することにより燃焼温度を低下させ、これによってＮＯｘ発生量を低減さ
せるものである。また、このＥＧＲ通路８には、電子制御によって無段階に開閉され、同
通路を流れる排気流量を自在に調整することができるＥＧＲバルブ８１と、ＥＧＲ通路８
を通過（還流）する排気を冷却するためのＥＧＲクーラ８２とが設けられている。これら
ＥＧＲ通路８、ＥＧＲバルブ８１、ＥＧＲクーラ８２等によってＥＧＲ装置（排気還流装
置）が構成されている。
【００５９】
　－センサ類－
　エンジン１の各部位には、各種センサが取り付けられており、それぞれの部位の環境条
件や、エンジン１の運転状態に関する信号を出力する。
【００６０】
　例えば、上記エアフローメータ４３は、吸気系６内のスロットルバルブ６２の上流にお
いて吸入空気の流量（吸入空気量）に応じた検出信号を出力する。吸気温センサ４９は、
吸気マニホールド６３に配置され、吸入空気の温度に応じた検出信号を出力する。吸気圧
センサ４８は、吸気マニホールド６３に配置され、吸入空気圧力に応じた検出信号を出力
する。Ａ／Ｆ（空燃比）センサ４４は、排気系７のマニバータ７７の下流において排気中
の酸素濃度に応じて連続的に変化する検出信号を出力する。排気温センサ４５は、同じく
排気系７のマニバータ７７の下流において排気ガスの温度（排気温度）に応じた検出信号
を出力する。レール圧センサ４１はコモンレール２２内に蓄えられている燃料の圧力（以
下、燃圧ともいう）に応じた検出信号を出力する。スロットル開度センサ４２はスロット
ルバルブ６２の開度を検出する。
【００６１】
　－ＥＣＵ－
　ＥＣＵ１００は、図３に示すように、ＣＰＵ１０１、ＲＯＭ１０２、ＲＡＭ１０３及び
バックアップＲＡＭ１０４などを備えている。ＲＯＭ１０２は、各種制御プログラムや、
それら各種制御プログラムを実行する際に参照されるマップ等が記憶されている。ＣＰＵ
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１０１は、ＲＯＭ１０２に記憶された各種制御プログラムやマップに基づいて各種の演算
処理を実行する。ＲＡＭ１０３は、ＣＰＵ１０１での演算結果や各センサから入力された
データ等を一時的に記憶するメモリである。バックアップＲＡＭ１０４は、例えばエンジ
ン１の停止時にその保存すべきデータ等を記憶する不揮発性のメモリである。
【００６２】
　以上のＣＰＵ１０１、ＲＯＭ１０２、ＲＡＭ１０３及びバックアップＲＡＭ１０４は、
バス１０７を介して互いに接続されるとともに、入力インターフェース１０５及び出力イ
ンターフェース１０６と接続されている。
【００６３】
　入力インターフェース１０５には、上記レール圧センサ４１、スロットル開度センサ４
２、エアフローメータ４３、Ａ／Ｆセンサ４４、排気温センサ４５、吸気圧センサ４８、
吸気温センサ４９が接続されている。さらに、この入力インターフェース１０５には、エ
ンジン１の冷却水温に応じた検出信号を出力する水温センサ４６、アクセルペダルの踏み
込み量に応じた検出信号を出力するアクセル開度センサ４７、及び、エンジン１の出力軸
（クランクシャフト）が一定角度回転する毎に検出信号（パルス）を出力するクランクポ
ジションセンサ４０などが接続されている。
【００６４】
　一方、出力インターフェース１０６には、上記インジェクタ２３、燃料添加弁２６、ス
ロットルバルブ６２、可変ノズルベーン機構５４、及び、ＥＧＲバルブ８１などが接続さ
れている。
【００６５】
　そして、ＥＣＵ１００は、上記した各種センサの出力に基づいて、エンジン１の各種制
御を実行する。例えば、ＥＣＵ１００は、インジェクタ２３の燃料噴射制御を実行する。
このインジェクタ２３の燃料噴射制御として、後述する分割噴射の制御が実行されるよう
になっている。
【００６６】
　この分割噴射での総燃料噴射量は、エンジン回転数、アクセル操作量、冷却水温度、吸
気温度等の運転状態や環境条件に応じて決定される要求総トルクを得るために必要な燃料
噴射量として設定される。例えば、エンジン回転数（クランクポジションセンサ４０の検
出値に基づいて算出されるエンジン回転数）が高いほど、また、アクセル操作量（アクセ
ル開度センサ４７により検出されるアクセルペダルの踏み込み量）が大きいほど（アクセ
ル開度が大きいほど）エンジン１のトルク要求値としては高く得られる。
【００６７】
　－燃料噴射圧－
　上記分割噴射を実行する際の燃料噴射圧はコモンレール２２の内圧により決定される。
このコモンレール内圧として、一般に、コモンレール２２からインジェクタ２３へ供給さ
れる燃料圧力の目標値つまり目標レール圧は、エンジン負荷（機関負荷）が高くなるほど
、及び、エンジン回転数（機関回転数）が高くなるほど高いものとされる。すなわち、エ
ンジン負荷が高い場合には燃焼室３内に吸入される空気量が多いため、インジェクタ２３
から燃焼室３内に向けて多量の燃料を噴射しなければならず、よってインジェクタ２３か
らの噴射圧力を高いものとする必要がある。また、エンジン回転数が高い場合には噴射可
能な期間が短いため、単位時間当たりに噴射される燃料量を多くしなければならず、よっ
てインジェクタ２３からの噴射圧力を高いものとする必要がある。このように、目標レー
ル圧は一般にエンジン負荷及びエンジン回転数に基づいて設定される。なお、この目標レ
ール圧は例えば上記ＲＯＭ１０２に記憶された燃圧設定マップに従って設定される。つま
り、この燃圧設定マップに従って燃料圧力を決定することで、インジェクタ２３の開弁期
間（噴射率波形）が制御され、その開弁期間中における燃料噴射量を規定することが可能
になる。なお、本実施形態では、エンジン負荷等に応じて燃料圧力が３０ＭＰａ～２００
ＭＰａの間で調整されるようになっている。
【００６８】
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　上記分割噴射における燃料噴射パラメータについて、その最適値はエンジン１や吸入空
気等の温度条件によって異なるものとなる。
【００６９】
　例えば、上記ＥＣＵ１００は、コモンレール圧がエンジン運転状態に基づいて設定され
る目標レール圧と等しくなるように、つまり燃料噴射圧が目標噴射圧と一致するように、
サプライポンプ２１の燃料吐出量を調量する。また、ＥＣＵ１００はエンジン運転状態に
基づいて燃料噴射量及び燃料噴射形態を決定する。具体的には、ＥＣＵ１００は、クラン
クポジションセンサ４０の検出値に基づいてエンジン回転数（エンジン回転速度）を算出
するとともに、アクセル開度センサ４７の検出値に基づいてアクセルペダルの踏み込み量
（アクセル開度）を求め、このエンジン回転速度及びアクセル開度等に基づいて総燃料噴
射量（分割噴射での燃料噴射量）を決定する。
【００７０】
　－貫徹力について－
　ここで、燃料噴射量と貫徹力との関係について説明する。上記インジェクタ２３では、
噴射指令信号を受けて燃料噴射が開始されると、噴射孔を閉塞しているニードルが噴射孔
から後退していくことで噴射孔の開口面積を次第に増大させていく。そして、ニードルが
最後退位置まで移動すると噴射孔の開口面積は最大となる。ところが、このニードルが最
後退位置に達するまでに噴射指令信号が解除されると（閉弁指令を受けると）、後退移動
している途中でニードルは閉弁方向に向かって前進することになる。つまり、この場合、
噴射孔の開口面積は最大となることなく燃料噴射を終了することになる。このため、噴射
期間が長く設定されるほど噴射孔の開口面積としては大きく得られることになる。
【００７１】
　そして、上記噴射孔の開口面積は、その噴射孔から噴射される燃料（噴霧）の飛行距離
に相関がある。つまり、噴射孔の開口面積が大きい状態で燃料が噴射された場合には、噴
射孔から噴射される燃料の液滴の寸法も大きいため、運動エネルギも大きく（貫徹力（ペ
ネトレーション）が大きく）なっている。このため、この燃料の液滴の飛行距離は長くな
る。一方、噴射孔の開口面積が小さい状態で燃料が噴射された場合には、この噴射孔から
噴射される燃料の液滴の寸法も小さいため運動エネルギも小さく（貫徹力（ペネトレーシ
ョン）が小さく）なっている。このため、この燃料の液滴の飛行距離も短い。
【００７２】
　そして、インジェクタ２３の開弁期間が比較的長く設定された場合（言い換えると、噴
射１回当たりの噴射量が比較的多く設定された場合）には、ニードルが最後退位置まで移
動することになって噴射孔の開口面積は最大となるので、この場合の燃料の液滴の飛行距
離は長くなる。つまり、インジェクタ２３から噴射された燃料の大部分は上記キャビティ
１３ｂの外周端付近まで飛行可能な状態となる。ただし、インジェクタ２３から噴射され
た燃料の液滴の飛行距離については燃焼室形状による制約もあるので、その燃料液滴の飛
行距離には限度がある。
【００７３】
　一方、インジェクタ２３の開弁期間が比較的短く設定された場合（言い換えると、噴射
１回当たりの噴射量が比較的少なく設定された場合）には、ニードルが最後退位置まで移
動することがなく噴射孔の開口面積は小さいため、この場合の燃料の液滴の飛行距離は短
くなる。つまり、インジェクタ２３から噴射された燃料の大部分は上記キャビティ１３ｂ
の中央部付近までしか飛行できない状態となる。
【００７４】
　このように、インジェクタ２３の開弁期間によって決まる噴射孔の開口面積と、その噴
射孔から噴射される燃料（噴霧）の飛行距離とには相関がある。このため、後述する第１
噴射（主に予混合燃焼を行う燃料噴射）が多く設定されるほど、燃料の飛行距離は長くな
り、上記キャビティ１３ｂの外周端付近にまで燃料が飛行することになって、燃焼室３内
の酸素との邂逅率が高く確保されることで酸素不足を解消できる。これにより、スモーク
の発生量を抑制することができる。つまり、第１噴射での燃料噴射量が多く設定されるほ
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ど、燃焼室３内の広範囲に亘って燃料が噴射されることにより、酸素不足を招くことのな
しに燃焼が行われ、スモークの発生量を抑制することができる。
【００７５】
　－分割噴射－
　次に、本実施形態で実行する分割噴射について説明する。
【００７６】
　まず、ディーゼルエンジン１においては、ＮＯｘ発生量及びスモーク発生量を削減する
ことによる排気エミッションの改善、燃焼行程時の燃焼騒音の低減、エンジントルクの十
分な確保といった各要求を連立することが重要である。これら要求を連立するための手法
として、本実施形態では、燃焼室３内への燃料噴射を第１噴射と第２噴射とに分割した分
割噴射て行う。なお、後述するように、本実施形態では、それら第１噴射と第２噴射に加
えて、第２噴射の後にアフター噴射（分割噴射）を行う場合もある。
【００７７】
　ディーゼルエンジンの燃焼室内への燃料噴射を、第１噴射と第２噴射の２回に分割して
噴射する場合の燃焼形態（「拡散燃焼」、「合体燃焼」）の例を図８、図９に示す。
【００７８】
　図８に示す燃焼形態は「拡散燃焼」の一例であって、第１噴射による燃焼の大部分を予
混合燃焼とし、その第１噴射による燃焼によって予熱を行い、第２噴射による燃焼を拡散
燃焼としている。このように燃焼全体を「拡散燃焼」とすることにより、燃焼室３内での
燃焼を安定的に行うことができ、特に燃焼の安定化が要求される高負荷運転時において十
分な出力を得ることができる。
【００７９】
　図９に示す燃焼形態は「合体燃焼」の一例であって、第１噴射の燃料噴射量を多くする
とともに、その第１噴射に近接して第２噴射を行うことにより、噴霧干渉冷却効果を最大
限に活用した燃焼である。こうした「合体燃焼」では、第１噴射による燃焼の着火遅れを
大きくした予混合燃焼とすることにより、スモーク発生量及びＮＯｘ発生量を共に抑制す
ることができるとともに、燃費の悪化を抑制することができる。
【００８０】
　ところで、図８に示すような「拡散燃焼」では、安定した燃焼を得ることができ、エン
ジントルクを十分に確保することは可能であるが、燃焼室内での燃焼のうち拡散燃焼の割
合が高くなり過ぎることでＮＯｘの発生量が多くなるという問題がある。
【００８１】
　一方、図９に示すような「合体燃焼」は、燃焼期間を短縮することが可能で効率が良い
上、予混合燃焼成分の増加による筒内酸素濃度の低減効果によって、スモーク発生量及び
ＮＯＸ発生量の抑制が可能である。しかし、第１噴射による燃料の着火遅れが、第２噴射
による燃焼の着火遅れを誘発してしまい、燃焼全体が着火遅れとなるためロバスト性（安
定性）の低い燃料となる。このため、過渡運転時の過給装置による過給遅れが原因で筒内
圧力が低下したり、ＥＧＲ量の減量動作の遅れ等により筒内の酸素濃度が低下した場合、
燃焼重心が大きく遅角してしまい、ＨＣ（炭化水素）が急増したり、失火が発生するおそ
れがある。また、低セタン価の燃料が使用された場合においても、予混合燃焼の着火遅れ
が大きくなるので同様な問題が発生する。
【００８２】
　そこで、本実施形態では、第１噴射による燃焼を予混合燃焼とし、第２噴射による燃焼
を拡散燃焼とするとともに、それら予混合燃焼と拡散燃焼とを分離した燃焼（分離燃焼）
とすることにより、それら予混合燃焼及び拡散燃焼のそれぞれの優位点を利用し、排気エ
ミッションの改善及び燃焼の安定性を図る点に特徴がある。その具体的な制御例（［実施
形態１］及び［実施形態２］）について以下に説明する。
【００８３】
　［実施形態１］
　この実施形態では、図４に示すように、予混合燃焼の燃焼重心と拡散燃焼の燃焼重心と
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を分離し、それら２つの燃焼重心間における熱発生率の最小値（熱発生率波形の最小ピー
ク）Ｌｑを所定値（具体的には１０［Ｊ／°ＣＡ］）よりも小さくなるように制御して、
これら予混合燃焼と拡散燃焼との重畳熱発生率を制限することにより、予混合燃焼と拡散
燃焼とを分離する点に特徴がある。
【００８４】
　このようにして第１噴射による予混合燃焼と第２噴射による拡散燃焼とを分離した分離
燃焼とすることにより、予混合燃焼によってスモーク発生量及びＮＯｘ発生量の両方を抑
制しながら、この予混合燃焼に対して分離した拡散燃焼によって燃焼の安定性を確保する
ことができる。しかも、予混合燃焼と拡散燃焼とを分離することにより、先の予混合燃焼
の着火遅れが後の拡散燃焼に影響しなくなるので、内燃機関の過渡運転時や低セタン価燃
料の使用時等において予混合燃焼の着火遅れが大きくなっても、燃焼の安定性を確保する
ことができる。
【００８５】
　なお、予混合燃焼と拡散燃焼との重畳熱発生率Ｌｑが１０［Ｊ／°ＣＡ］よりも小さく
なるように燃料噴射形態（燃料噴射パターン）を制御することにより、先の予混合燃焼の
着火遅れが後の拡散燃焼に影響しないような分離燃を実現することができる。
【００８６】
　ここで、第２噴射による拡散燃焼について説明する。まず、この実施形態では、上述の
如く第１噴射での予混合燃焼によって燃焼室３内の予熱が十分に行われた状態で、上記第
２噴射が実行されることにより、この第２噴射で燃焼室３内に噴射された燃料は、直ちに
自着火温度以上の温度環境下に晒されて熱分解が進み、噴射後は直ちに燃焼が開始される
ことになる。
【００８７】
　具体的に、ディーゼルエンジンにおける燃料の着火遅れとしては、物理的遅れと化学的
遅れとがある。物理的遅れは、燃料液滴の蒸発・混合に要する時間であり、燃焼場のガス
温度に左右される。一方、化学的遅れは、燃料蒸気の化学的結合・分解かつ酸化発熱に要
する時間である。そして、上記したように第１噴射による予混合燃焼により燃焼室内の予
熱が十分になされている状況では上記物理的遅れを最小限に抑えることができ、その結果
として、着火遅れも最小限に抑えられることになる。従って、第２噴射によって噴射され
た燃料の燃焼形態としては、予混合燃焼が殆ど行われないことになり、大部分が拡散燃焼
となる。そして、この第２噴射の噴射時期や噴射量を調整することで、拡散燃焼での着火
時期、熱発生率の変化割合（熱発生率波形の勾配）、熱発生率のピーク、燃焼重心に達す
る時期を共に制御することが可能になる。
【００８８】
　また、拡散燃焼用の第２噴射の噴射時期をＴＤＣ（ピストン１３の圧縮上死点）に対し
て遅角して拡散燃焼を遅角（拡散燃焼の燃焼重心を遅角）することにより、ＮＯｘ発生量
を抑制することができる。ただし、拡散燃焼用の第２噴射の噴射時期を遅角するほど、燃
焼空間が拡大して酸素濃度が低下するのでスモークが発生する傾向となる。これを抑制す
るためには拡散燃焼用噴射の燃料噴射量を少なくする必要がある。そこで、この実施形態
においては、拡散燃焼用の第２噴射の噴射時期の遅角（拡散燃焼の遅角）に応じて、その
第２噴射の燃料噴射量を調整することでスモークの発生を抑止する。その具体的な手法に
ついては後述する。
【００８９】
　－具体的な制御手順－
　次に、上述の如く分割噴射の燃料噴射パターン（予混合用の第１噴射の噴射時期・燃料
噴射量、及び、拡散燃焼用の第２噴射の噴射時期・燃料噴射量）を調整してインジェクタ
２３からの燃料噴射を実行する場合の具体的な制御手順について、図４を参照して説明す
る。なお、以下に説明する処理はＥＣＵ１００において実行される。
【００９０】
　［Ｓ１１］上述したように、エンジン回転数、アクセル操作量、冷却水温、吸入空気温
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度等の運転状態や環境条件などに応じて分割噴射の総燃料噴射量（要求総トルクを得るた
めに必要な総燃料噴射量）を公知のマップ等を参照して求める。
【００９１】
　［Ｓ１２］エンジン１に対して要求されている要求ＮＯｘ量［ｇ／ｈ］に基づいてマッ
プを参照して、ＴＤＣ（ピストン１３の圧縮上死点）に対する第２噴射の噴射時期（噴射
開始時期）の遅角値（ＴＤＣに対する遅角値）を決定する。この遅角値マップは、要求Ｎ
Ｏｘ量をパラメータとして、拡散燃焼用の第２噴射の噴射時期の遅角値を設定するもので
あって、予め実験・シミュレーション等により作成されており、例えばＥＣＵ１００のＲ
ＯＭ１０２に格納されている。この遅角値マップにおいて、要求ＮＯｘ量が小さいほど、
第２噴射の噴射時期（噴射開始時期）の遅角値が大きくなるように設定されている。ただ
し、拡散燃焼用の第２噴射による拡散燃焼の遅角が大き過ぎると失火が発生するので、こ
れを抑止するために第２噴射の遅角側の上限は制限されている。
【００９２】
　なお、このように失火を抑止する場合、第２噴射による拡散燃焼の燃焼重心が例えばＢ
ＴＤＣ（ピストン１３の上死点後）２０°ＣＡ（クランク角度）となるような噴射時期を
遅角ガード値として第２噴射の遅角を制限すればよい。また、燃焼効率を優先する場合、
第２噴射による燃料の燃焼重心が例えばＢＴＤＣ１５°ＣＡとなるような噴射時期を遅角
ガード値として第２噴射の遅角を制限すればよい。
【００９３】
　［Ｓ１３］上記［Ｓ１２］の処理で決定した第２噴射の噴射時期の遅角値に基づいて、
その遅角値での燃料噴射による拡散噴射で燃焼可能な燃料量（遅角拡散燃焼でスモークが
発生しない上限燃料量）をマップから求め、その上限燃料量を第２噴射の燃料噴射量とす
る。さらに、上記第２噴射の燃料噴射量及びインジェクタ２３の噴射特性（単位時間当た
りの噴射量等）に基づいて、図４に示す第２噴射の噴射期間（噴射開始時期～噴射終了時
期）を決定する。
【００９４】
　この処理に用いる上限燃料量マップは、第２噴射の噴射時期の遅角値をパラメータとし
て、拡散燃焼でスモークが発生しない燃料量の上限値（遅角拡散燃焼で燃焼可能な燃料量
）を予め実験・シミュレーション等によって取得しておき、その結果を基に適合した値（
上限燃料量）をマップ化したものであって、例えばＥＣＵ１００のＲＯＭ１０２に格納さ
れている。この上限燃料量マップにおいて、第２噴射の噴射時期の遅角値が大きいほど、
拡散燃焼での上限燃料量が小さくなるように設定されている。
【００９５】
　［Ｓ１４］上記［Ｓ１１］の処理で求めた総燃料噴射量、及び、上記［Ｓ１３］の処理
で決定した第２噴射の燃料噴射量を用いて、第１噴射の燃料噴射量（第１噴射の燃料噴射
量＝［総燃料噴射量－第２噴射の燃料噴射量］）を算出する。
【００９６】
　このとき、算出した第１噴射の燃料噴射量が上限量よりも多いか否かを判断し、第１噴
射の燃料噴射量が上限量以下であれば、上記処理で算出したままの値を第１噴射の燃料噴
射量とする。一方、算出した第１噴射の燃料噴射量が上限量よりも多い場合、その上限量
をオーバーする量（余剰燃料量）については、例えば図７に示すように、第２噴射の後の
アフター噴射で噴射することにより発生トルクを確保する。なお、第１噴射の燃料噴射量
の上限量については、この第１噴射の燃料噴射量に応じて発生する燃焼騒音の限界値（許
容値）を考慮して適合した値（上限量）とする。
【００９７】
　［Ｓ１５］上記［Ｓ１１］～［Ｓ１４］の処理で取得した第２噴射の噴射時期（噴射開
始時期の遅角値）・燃料噴射量、及び、第１噴射の燃料噴射量に基づいて、例えば図４に
示すように、予混合燃焼の燃焼重心と拡散燃焼の燃焼重心とが分離され、これら２つの燃
焼重心間における熱発生率の最小値Ｌｑが１０［Ｊ／°ＣＡ］よりも小さくなるように第
１噴射の噴射時期（噴射開始時期）を決定する。
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【００９８】
　具体的には、上記した［Ｓ１１］～［Ｓ１４］の各処理で取得した第２噴射の噴射時期
（噴射開始時期の遅角値）・燃料噴射量、及び、第１噴射の燃料噴射量に基づいて、下記
のマップを参照して第１噴射の噴射開始時期を算出する。さらに、上記第１噴射の燃料噴
射量及びインジェクタ２３の噴射特性（単位時間当たりの噴射量等）に基づいて、図４に
示す第１噴射の噴射期間（噴射開始時期～噴射終了時期）を決定する。
【００９９】
　このとき、第１噴射の噴射開始時期（算出値）が下記の進角ガード値よりも遅角側であ
るか、進角側であるのかを判断し、第１噴射の噴射開始時期が進角ガード値よりも遅角側
であれば、上記した処理で算出した第１噴射の噴射開始時期及び噴射終了時期をそののま
ま用いて、図４に示すような燃料噴射パターンを決定する。なお、第１噴射の噴射時期（
算出値）が進角ガード値よりも遅角側である場合、この第１噴射による予混合燃焼の予混
合度合いを高くするために、第１噴射の噴射時期を進角ガード値まで進角するようにして
もよい。
【０１００】
　一方、第１噴射の噴射開始時期（算出値）が進角ガード値よりも進角側である場合は、
その進角ガード値に第１噴射の噴射時期を制限する。このとき、第１噴射の燃料噴射量を
減量補正する必要がある場合、その第１噴射の減量補正分（余剰燃料量分）については、
例えば図７に示すように、第２噴射の後のアフター噴射で噴射することにより発生トルク
を確保する。
【０１０１】
　そして、以上のようにして決定した燃料噴射パターン（図４または図７参照）に基づい
てインジェクタ２３からの燃料噴射を実行することにより、図４または図７に示すような
熱発生率波形の燃焼つまり予混合燃焼と拡散燃焼とが分離された分離燃焼を実現すること
ができる。
【０１０２】
　（第１噴射の噴射時期設定マップ）
　上記［Ｓ１５］の処理に用いる噴射開始時期設定マップは、第２噴射の噴射開始時期・
燃料噴射量、及び、第１噴射の燃料噴射量をパラメータとして、図４に示す予混合燃焼と
拡散燃焼との燃焼重心間における熱発生率の最小値Ｌｑが１０［Ｊ／°ＣＡ］よりも小さ
くなるような第１噴射の噴射開始時期を、予め実験・シミュレーション等によって取得し
ておき、その結果を基に適合した値（第１噴射の噴射開始時期）をマップ化したものであ
って、例えばＥＣＵ１００のＲＯＭ１０２に格納されている。
【０１０３】
　なお、図４に示す熱発生率波形において、予混合燃焼の燃焼重心と拡散燃焼の燃焼重心
とが離れ過ぎると、第１噴射による予混合燃焼により燃焼室内が十分に予熱なされない傾
向となり、第２噴射による拡散燃焼の着火遅れが懸念されるので、この点を考慮して、拡
散燃焼の着火時期が適切な時期となるように、上記第１噴射の噴射開始時期を求めるマッ
プは作成されている。
【０１０４】
　（進角ガード値）
　第１噴射の進角ガード値については、クランクポジションセンサ４０の検出値から算出
されるエンジン回転数に基づいて図５に示すマップを参照して求める。図５のマップは、
エンジン回転数をパラメータとして、予め実験・シミュレーション等によって進角ガード
値を経験的に適合した値をマップ化したものであって、例えばＥＣＵ１００のＲＯＭ１０
２内に格納されている。
【０１０５】
　以上説明したように、この実施形態によれば、燃焼室内で予混合燃焼と拡散燃焼とが行
われるエンジン１において、予混合燃焼の燃焼重心と拡散燃焼の燃焼重心とが分離され、
かつ、それら２つの燃焼重心間における熱発生率の最小値が所定値よりも小さい燃焼形態
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となるように燃料噴射パターンを調整しているので、予混合燃焼と拡散燃焼とを分離した
分離燃焼とすることができる。これにより、予混合燃焼及び拡散燃焼のそれぞれの優位点
を利用することが可能となって、排気エミッションの改善及び燃焼の安定性を図ることが
できる。すなわち、上述した如く予混合燃焼によってスモーク発生量及びＮＯｘ発生量の
両方を抑制しながら、この予混合燃焼に対して分離した拡散燃焼によって燃焼の安定性を
確保することができる。しかも、予混合燃焼と拡散燃焼とを分離することにより、先の予
混合燃焼の着火遅れが後の拡散燃焼に影響しなくなるので、内燃機関の過渡運転時や低セ
タン価燃料の使用時等において予混合燃焼の着火遅れが大きくなっても、燃焼の安定性を
確保することができる。
【０１０６】
　さらに、この実施形態においては、要求ＮＯｘ量に応じて第２噴射の噴射時期を遅角（
拡散燃焼を遅角）するとともに、その第２噴射の燃料噴射量を、遅角拡散燃焼で燃焼可能
な燃料量に制限しているので、スモークの発生を抑制しながら、ＮＯｘ量を要求通りの値
に規制することができる。
【０１０７】
　なお、この実施形態において、第１噴射については、噴射を複数回に分割した分割噴射
としてもよい。このように第１噴射を分割噴射とすると、過拡散による未燃ＨＣを抑制す
ることができる。
【０１０８】
　［実施形態２］
　この実施形態では、図６に示すように、予混合燃焼用の第１噴射の噴射終了時期と、拡
散燃焼用の第２噴射の噴射開始時期との間のインターバルＴが、第１噴射の噴射期間（噴
射開始～噴射終了）と、当該第１噴射による燃焼の着火遅れ期間との合計期間以上となる
ように燃料噴射パターン（燃料噴射形態）を調整することで、第１噴射による予混合燃焼
と第２噴射による燃焼との燃焼関係を疎にしている（第１噴射による燃焼が第２噴射によ
る燃焼に影響しなようにしている）。
【０１０９】
　このような燃料噴射パターンとすることにより、第１噴射による予混合燃焼の着火遅れ
の影響が第２噴射による拡散燃焼に波及しないようにすることができる。すなわち、ディ
ーゼルエンジンにおいて燃焼室内への燃料の噴射期間は、その燃料噴射で発生する「燃焼
」の燃焼期間に比例するので、第１噴射の噴射期間（燃焼期間）に、この第１噴射での燃
焼の着火遅れ期間を加えた分のインターバルＴを、第１噴射の噴射終了時期と第２噴射の
噴射開始時期との間にあけておくことで、第１噴射による燃焼の着火遅れが大きくなって
も、その第１噴射の着火遅れが第２噴射による燃焼（拡散燃焼）に影響しないようにする
ことができる。
【０１１０】
　そして、このようにして、第１噴射による予混合燃焼と第２噴射による拡散燃焼とに分
離した分離燃焼とすることにより、予混合燃焼によってスモーク発生量及びＮＯｘ発生量
の両方を抑制しながら、この予混合燃焼に対して分離した拡散燃焼によって燃焼の安定性
を確保することができる。しかも、予混合燃焼と拡散燃焼とを分離することにより、先の
予混合燃焼の着火遅れが後の拡散燃焼に影響しなくなるので、内燃機関の過渡運転時や低
セタン価燃料の使用時等において予混合燃焼の着火遅れが大きくなっても、燃焼の安定性
を確保することができる。
【０１１１】
　なお、この実施形態においても、第２噴射による拡散燃焼の特性（着火時期、熱発生率
の変化割合（熱発生率波形の勾配）、熱発生率のピーク、燃焼重心に達する時期、及び、
拡散燃焼の遅角など）については、上記［実施形態１］で説明したことと同じことが言え
るので、その詳細な説明は省略する。
【０１１２】
　－具体的な制御手順－
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　上述の如く分割噴射の燃料噴射パターン（第１噴射と第２噴射との間のインターバルＴ
）を調整してインジェクタ２３からの燃料噴射を実行する場合の具体的な制御手順につい
て図６を参照して説明する。なお、以下に説明する処理はＥＣＵ１００において実行する
ことが可能である。
【０１１３】
　［Ｓ２１］上述したように、エンジン回転数、アクセル操作量、冷却水温、吸入空気温
度等の運転状態や環境条件などに応じて分割噴射の総燃料噴射量（要求総トルクを得るた
めに必要な総燃料噴射量）を公知のマップ等を参照して求める。
【０１１４】
　［Ｓ２２］エンジン１に対して要求されている要求ＮＯｘ量［ｇ／ｈ］に基づいて、上
述した［実施形態１］の［Ｓ１２］と同じ処理により、図６に示す第２噴射の噴射時期の
遅角値（噴射開始時期の遅角値）を決定する。
【０１１５】
　［Ｓ２３］上記［Ｓ２２］の処理で決定した第２噴射の噴射時期の遅角値に基づいて、
上述した［実施形態１］の［Ｓ１３］と同じ処理により、上記遅角値での燃料噴射による
拡散噴射で燃焼可能な燃料量（遅角拡散燃焼でスモークが発生しない上限燃料量）を求め
、その上限燃料量を第２噴射の燃料噴射量とする。さらに、その第２噴射の燃料噴射量及
びインジェクタ２３の噴射特性（単位時間当たりの噴射量等）に基づいて、図６に示す第
２噴射の噴射期間（噴射開始時期～噴射終了時期）を決定する。
【０１１６】
　［Ｓ２４］上記［Ｓ２１］の処理で求めた総燃料噴射量、及び、上記［Ｓ２３］の処理
で求めた第２噴射の燃料噴射量を用いて、第１噴射の燃料噴射量（第１噴射の燃料噴射量
＝［総燃料噴射量－第２噴射の燃料噴射量］）を算出する。
【０１１７】
　このとき、算出した第１噴射の燃料噴射量が上限量よりも多いか否かを判断し、第１噴
射の燃料噴射量が上限量以下であれば、上記処理で算出したままの値を第１噴射の燃料噴
射量とする。一方、算出した第１噴射の燃料噴射量が上限量よりも多い場合、その上限量
をオーバーする量（余剰燃料量）については、例えば図７に示すように、第２噴射の後の
アフター噴射で噴射することにより発生トルクを確保する。なお、第１噴射の燃料噴射量
の上限量については、この第１噴射の燃料噴射量に応じて発生する燃焼騒音の限界値（許
容値）を考慮して適合した値（上限量）とする。
【０１１８】
　［Ｓ２５］上記［Ｓ２４］で取得した第１噴射の燃料噴射量及びインジェクタ２３の噴
射特性（単位時間当たりの噴射量等）に基づいて図６に示す第１噴射の噴射期間（噴射開
始時期～噴射終了時期）を求める。さらに、図６に示すような第１噴射の着火遅れ期間を
マップから求める。そして、これら第１噴射の噴射期間と着火遅れ期間とを加えて、第１
噴射時期の噴射終了時期から第２噴射の噴射開始時期までのインターバルＴ（Ｔ＝［第１
噴射の噴射期間＋着火遅れ期間］）を決定する。
【０１１９】
　なお、第１噴射の着火遅れ期間を求めるマップは、例えば、着火前の筒内ガス状態（例
えば温度、圧力、酸素濃度）及び第１噴射の燃料噴射量などをパラメータとして、第１噴
射の着火遅れ期間を実験・シミュレーション等によって適合した値をマップ化したもので
あって、例えばＥＣＵ１００のＲＯＭ１０２に格納されている。
【０１２０】
　ここで、第１噴射と第２噴射との間のインターバルＴは、［第１噴射の噴射期間＋着火
遅れ期間］よりも長く設定してもよいが、図６に示すような熱発生率波形において、第１
噴射と第２噴射との間のインターバルＴが長すぎて、予混合燃焼の燃焼重心と拡散燃焼の
燃焼重心とが離れ過ぎてしまうと、第１噴射による予混合燃焼により燃焼室内が十分に予
熱なされない傾向となり、第２噴射による拡散燃焼の着火遅れが懸念されるので、この点
を考慮して、拡散燃焼の着火時期が適切な時期となるように、上記第１噴射と第２噴射と
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の間のインターバルＴの上限値を制限しておく。
【０１２１】
　（Ｓ２６）上記［Ｓ２５］の処理で求めた第１噴射の噴射期間及びインターバルＴに基
づいて、この第１噴射の噴射開始時期及び噴射終了時期（図６参照）を求める。
【０１２２】
　このとき、第１噴射の噴射開始時期（算出値）が上記した進角ガード値（図５参照）よ
りも遅角側であるか、進角側であるのかを判断し、第１噴射の噴射開始時期が進角ガード
値よりも遅角側であれば、上記した処理で算出した第１噴射の噴射開始時期及び噴射終了
時期をそののまま用いて、図６に示すような燃料噴射パターンを決定する。なお、第１噴
射の噴射時期（算出値）が上記進角ガード値よりも遅角側である場合、この第１噴射によ
る予混合燃焼の予混合度合いを高くするために、第１噴射の噴射時期を進角ガード値まで
進角するようにしてもよい。
【０１２３】
　一方、第１噴射の噴射開始時期（算出値）が上記進角ガード値よりも進角側である場合
は、その進角ガード値に第１噴射の噴射時期を制限する。このとき、第１噴射の燃料噴射
量を減量補正する必要がある場合、その第１噴射の減量補正分（余剰燃料量分）について
は、例えば図７に示すように、第２噴射の後のアフター噴射で噴射することにより発生ト
ルクを確保する。
【０１２４】
　そして、以上のようにして決定した燃料噴射パターン（図６または図７参照）に基づい
てインジェクタ２３からの燃料噴射を実行することにより、図６または図７に示すような
熱発生率波形の燃焼つまり予混合燃焼と拡散燃焼とが分離された分離燃焼を実現すること
ができる。
【０１２５】
　以上説明したように、この実施形態によれば、燃焼室内で予混合燃焼と拡散燃焼とが行
われるエンジン１において、第１噴射と第２噴射との間のインターバルＴを、第１噴射の
噴射期間と当該第１噴射による燃焼の着火遅れ期間との合計期間となるように燃料噴射パ
ターンを制御しているので、予混合燃焼と拡散燃焼とを分離した分離燃焼とすることがで
きる。これにより、予混合燃焼及び拡散燃焼のそれぞれの優位点を利用することが可能と
なって、排気エミッションの改善及び燃焼の安定性を図ることができる。すなわち、上述
した如く予混合燃焼によってスモーク発生量及びＮＯｘ発生量の両方を抑制しながら、こ
の予混合燃焼に対して分離した拡散燃焼によって燃焼の安定性を確保することができる。
しかも、予混合燃焼と拡散燃焼とを分離することにより、先の予混合燃焼の着火遅れが後
の拡散燃焼に影響しなくなるので、内燃機関の過渡運転時や低セタン価燃料の使用時等に
おいて予混合燃焼の着火遅れが大きくなっても、燃焼の安定性を確保することができる。
【０１２６】
　さらに、この実施形態においては、要求ＮＯｘ量に応じて第２噴射の噴射時期を遅角（
拡散燃焼を遅角）するとともに、その第２噴射の燃料噴射量を、遅角拡散燃焼で燃焼可能
な燃料量に制限しているので、スモークの発生を抑制しながら、ＮＯｘ量を要求通りの値
に規制することができる。
【０１２７】
　なお、この実施形態においても、第１噴射については、噴射を複数回に分割した分割噴
射としてもよい。このように第１噴射を分割噴射とすると、過拡散による未燃ＨＣを抑制
することができる。
【０１２８】
　－他の実施形態－
　以上の例では、コモンレール式筒内直噴型多気筒（４気筒）ディーゼルエンジンに本発
明を適用した場合について説明した。本発明はこれに限らず、例えば６気筒ディーゼルエ
ンジンなど他の任意の気筒数のディーゼルエンジンにも適用可能である。また、本発明が
適用可能なエンジンは、自動車用のエンジンに限るものではない。
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【０１２９】
　以上の例では、通電期間においてのみ全開の開弁状態となることにより燃料噴射率を変
更するピエゾインジェクタ２３を適用したエンジン１について説明したが、本発明は、可
変噴射率インジェクタを適用したエンジンへの適用も可能である。
【０１３０】
　以上の例では、マニバータ７７として、ＮＳＲ触媒７５及びＤＰＮＲ触媒７６を備えた
ものとしたが、ＮＳＲ触媒７５及びＤＰＦ（Ｄｉｅｓｅｌ　Ｐａｔｉｃｕｌａｔｅ　Ｆｉ
ｌｔｅｒ）を備えたものとしてもよい。
【産業上の利用可能性】
【０１３１】
　本発明は、自動車に搭載されるコモンレール式筒内直噴型多気筒ディーゼルエンジンに
おいて、排気エミッションの改善及び燃焼の安定性を図る燃焼制御に利用可能である。
【符号の説明】
【０１３２】
　１　エンジン（内燃機関）
　３　燃焼室
　２３　インジェクタ（燃料噴射弁）
　４０　クランクポジションセンサ
　４７　アクセル開度センサ
　１００　ＥＣＵ

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図９】
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